




The Organization of the Fishermen in Conjunction with the Setting Work
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沖縄県で最初に導入したのは、宮古島市の伊良部漁協である。それは 1982（昭和 57）年 8 月 5 日
と 30 年以上前のことであり、伊良部漁協のある宮古島市佐良浜地区（以下、佐良浜地区と略す）は
「沖縄パヤオ発祥の地」とされる（２）。









する（４）。宮古島市は沖縄本島の南西方約 290 km に位置し、宮古地域 5 市町村が 2005（平成 17）




魚を漁獲するアギャー（追い込み網）漁法が盛んである。過去 10 年間（2000〈平成 12〉年から 2009
〈平成 21〉年まで）宮古島市全体の魚種別漁獲量において、カツオ・マグロ類は漁獲量で全体の 50
％以上、漁獲金額で全体の 40％以上と突出している。平均漁獲量はマグロ類 546 トン、カツオ 416












































船（第 2 美吉丸、グループメンバーの所有船）を傭船して設置海域（伊良部島北方沖約 20 ～ 30 マイル
の水深 900 ～ 1,000 m の海域）へ運搬されることになった。設置場所は、沖縄県や伊良部町などの行
政から意見を参考しながら、グループメンバーの経験知をもとにして決められた。パヤオ一式はフ
ォークリフトで 2 隻の漁船のそばへ順々に持ってこられた。それらはグループメンバーにより漁船
内へ運び込まれた（写真 1 ）。佐良浜漁港から設置予定海域までの所要時間は約 1 時間であった。
航行中、グループメンバーは 3 人 1 組になってロープの手入れをしながら投入の準備をした。設置
































る。設置 1 か月間で約 130 トンの漁獲という
大きな成果をおさめた。マグロ類の周年操業
が確立するとともに、カツオの漁獲も 5 ～ 9
月から 5 ～ 10 月へと延長できた。宮古地域の
カツオ・マグロ類の漁獲量や漁獲金額に注目すると、パヤオ設置前（1980〈昭和 55〉年）が漁獲量
802 トン、漁獲金額 2.75 億円であったのに対して、設置後（1983〈昭和 58〉年）は漁獲量 1,531 ト
ン、漁獲金額 4.20 億円となった。これは漁獲量で 1.91 倍、漁獲金額で 1.52 倍に達する。こうした
漁獲実績の向上と安定化に加えて、燃料費と労力が節減できた。この成果に呼応して、宮古地域の
他漁協は行政からの支援をもとにパヤオ設置に乗り出した。1982 年に平良漁協が 13 基を、1983 年
に池間漁協が 7 基を、それぞれ設置した。宮古地域全体のパヤオ設置数は 1983 年に 26 基、1984
（昭和 59）年に 34 基に達したのである。こうしたパヤオ設置による漁獲の好況が水産関係や一般の
メディアに紹介されたことから、伊良部漁協や伊良部町は県内外の漁協や公設試験研究機関、自治
体から数多くの照会や視察に追われた。伊良部漁協では、1982 年以降もパヤオが毎年、6 基ずつ増

















から、残存する記録をもとに時系列で再構成しておきたい。1983 ～ 1984 年の場合、フィリピン産






















ら れ て い る（写 真 16、17）。1995（平 成 7 ）年
も、グループメンバー 6 人ほどで小型漁船（第
5 隆祥丸）のトモからアンカー 3 基を投入して
パヤオを設置した（写真 18、19）。
　この間も漁獲実績は飛躍的に向上した。1997
（平成 9 ）年の場合、カツオ一本釣り漁船 5 隻、
小型漁船 25 隻がカツオやキハダマグロ、メバ
チマグロ、シイラ、ツムブリを漁獲した。その
漁獲量は 695 トン、漁獲金額が 1.86 億円に達し







































パヤオ 48 基、表層パヤオ 79 基の合計 127 基が設置されている。
　沖縄県の敷設した代表的な「先端型」パヤオの設置作業について、宮古海域の場合で紹介する。
ニライ 15 号は 2001（平成 13）年 3 月、宮古港からクレーン船に曳航され、北緯 25 度 06 分、東経












26）。2003（平成 15）年 3 月にクレーン船で運ばれて設置された中層パヤオの琉宮に関わる費用総
額は 9,000 万円であった（写真 27）。
　2008 年の宮古沖合 15 ～ 20 マイル海域におけるパヤオ設置数は 13 基に達した。具体的には、沖
縄県設置の「先端型」パヤオ 10 基（表層パヤオのニライ 1 基、海面下 50 m に設置した中層パヤオの琉
宮 9 基）に加えて、地元漁協設置の「簡易型」パヤオ 3 基（表層パヤオ 1 基、表中層パヤオ 2 基）が
ある。2010 年 7 月には、新しいタイプの表中層パヤオの海宝が宮古島北西の海域に新設された。

















　1983 年当時、パヤオ設置海域に出漁していたのは 27 隻（伊良部漁協 21 隻、池間漁協 6 隻）で、
カツオやマグロ類、シイラなどの漁獲量と漁獲金額全体の約半分がパヤオ操業によるものであっ
た。パヤオ設置で漁獲実績が向上し、常時、パヤオは利用されるようになった。1984 年 7 月、前
述した「曳縄研究グループ」を基盤にして、小型船主会が組織された。その背景には、設置当初、
パヤオの流失や破損が頻発したり、操業方法をめぐってトラブルが発生したりして、安定的に操業
できなくなる可能性があったことによる。伊良部漁協が 1982 年からの 2 年間で 12 基のパヤオを設
置したが、そのうちの 10 基は 3 か月以内に、残りの 2 基も 1 年以内に、それぞれ切断されて流失
した。その原因は台風襲来や事故のほか、パヤオに漁船が係留したことであった。洋上で停泊をす




ったのである。1998（平成 10）年の船主会の構成（27 隻）は、佐良浜地区 26 隻（前里添 15 隻、池
間添 11 隻）、国仲地区 1 隻であった。
（ 2）組織の現状
　船主会を構成するメンバーは 1 人乗り漁船 21 隻の船主 21 人、2 人乗り漁船 5 隻の 10 人と合計
31 人である。会長の任期は 1 年で無報酬になっている。会長などの役職者は年 1 回（毎年 5 月）の
総会で交替するのが原則である。パヤオ設置以来、会長は、指名による就任であったが、不公平と
いう不満が出た。そのために、2005 年から籤引きで会長ら役員は選出されている。総会におい














に位置する海域）と南ゾーン（宮古島の南側で太平洋に位置する海域）である。2011 年 3 月、新たに

























1983 年から、孟宗竹を使った「伝統型」パヤオ 7 基を製作した。その後、船主会の主導で数多く
製作されたパヤオは、塩化ビニールパイプやプラスティック、発泡スチロールを用いた多様なもの
















































　今回（2010 年 3 月）の自作パヤオは、海面から 50 m に本体が沈む中表層パヤオであり、同種類




　パヤオ本体の資材と組み立ては次のとおりである。その本体には、直径 390 mm のオレンジ色の
ウキが 70 個も入っている。ウキにはナカドオシ（中通し）とリョウミミ（両みみ）の 2 種類がある
（写真 32）。リョウミミの耐圧（浮力）はナカドオシの 2 倍になる。ナカドオシが洋上（表面）での
筏の目印として、耐久性のあるリョウミミは 2 つの通し穴で縛りやすいことからパヤオ本体とし
て、それぞれ利用されている。パヤオ本体は塩化ビニールのパイプを八角形の枠に組んだものであ








太 さ が 重 要 で あ り、現 在、綿 ロ ー プ の 太 さ は








































パヤオの場合、ウキの浮力が 2.1 トン（ 1 個 30 kg で 70 個）で、アンカーはその 3 倍以上の 6.3 ト
ン以上の重量にする必要がある。それで、船主会はアンカーの重量を 1 個 10 トンとしている。
　自作パヤオの平均的な製作費は約 100 万～ 150 万円前後である。製作には船主会メンバーが総出
でボランティア参加しているために、人件費が不要となる。したがって、製作費は資材費のみの実
費である。今回（2010 年 3 月）の制作費はウキ 42 万円（ 1 個 6,000 円のものを 70 個）をはじめパヤ
オ本体 70 万円、アンカー 20 万円、ロープ 40 万円（ 1 包〈500 m〉当たり約 20 万円）と合計約 130
万円であった。
　現在のパヤオ設置も、当初のころと同様に、船主会メンバーが沖縄県の指導のもとで実施してい









　当初の表層パヤオは 1 基 200 万円以上になるメーカー既製品であった。船主会は高額だと判断
し、自主製作をするようになったのである。現在では、過去約 30 年間の実績をもとに、船主会メ
ンバーがボランティアでパヤオを製作できる体制が確立されている。従来の自作パヤオの多くは表

























（ 2 ）本稿では、多様な形態を持つパヤオを FADs（Fish Aggregating Devices：集魚装置）と総称して広義に捉
える。したがって、厳密には FADs と表記すべきであるが、本稿においては慣用的な表記であるパヤオを用いる。
（ 3 ）筆者は本機構の共同研究として、これまでに FADs 漁業に関する類型化と総合的な分析を主題とする成果を
公表してきた。詳細は若林（2012b）、若林（2013a）、若林（2013b）を参照。











（ 9 ）伊良部町（伊良部村）のパヤオ設置に対する補助金をみると、1982 年の 50 万円を皮切りに、その後も毎年
150 万～ 530 万円が投入された。1982 年からの 15 年間で総額は 3800 万円に達する。また、南方カツオ漁業も毎
年 130 万円が補助されてきた。多い時（1998 年）には双方で 660 万円に達したこともある。詳細は伊良部漁協
（仲間）（2000）を参照。
（10）操業時のグループ化に関して、南太平洋・ソロモン諸島の南方カツオ漁業に出漁していた佐良浜地区の漁業
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